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5）  　2012年3月期までで4期連続の赤字決算で，TV事業に限れば8期連続の赤字。 










































































10）  　理論的な詳細については有賀『グローバリゼーションの政治経済学』（同文舘，各版）第4章参照。 
11）  　藤本氏は言説の輸入元にすぎず，この言説のオリジナルはUlrich, Karl “The role of product 













































































終製品ではOSで グーグル と組んでアップルの二番煎じ製品を出して実質的なシェアを取る サム
スン電子 （ならびにそれに準じる存在としての，LGエレクトロニクスと傘下のLGディスプレ
イ），韓国勢が依然として自製できないベースバンドチップ（通信用LSI）を，サムスンを始め















































 〔 アンドロイド陣営 〕   〔 iOS陣営 〕
「アプリ」 Google Play App Store
通信チップ サムスン，クアルコム他製 クアルコム製
CPU サムスン他製（ARM系） サムスン製（ARM系）
 O S グーグル製 アップル製




アプリケーション MS製「Office」 他社製 アップル製 他社製
CPU インテル製8割，AMD製2割 インテル（現行）








































































































































ティブオフィス『GEとともに―アニュアル・リポート1980 ― 2000』ダイヤモンド社，2001年94 ― 98ペー
ジ），GEの実態は現在のソニー同様に，とうの昔から金融事業にその利益の多くを依存する「金融コン
グロマリット」（ないしは「産業=金融コングロマリット」）である。 






















































 　今回の ジャパンディスプレイ に関しては注18を参照。いずれも根拠法は1999年制定で，本来は2004
年度までの時限立法であった「産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法」（旧称「産業
活力再生特別措置法」（産業再生法とも産活法とも略される））である。 
26）  　ソニーを退社したスタッフが設立したアイキューブド研究所の事例が好適である。同社は受信した映
像信号を解析し，画素数をフルハイビジョン（HD）の4倍の約830万画素にアップコンバートし，さら
に自然界に近い質感で画面上に表示する技術を確立し，これをシャープが採用して2012年に60型以上
の大型のTVとして製品化する（『日本経済新聞』2011年9月29日づけ他）。このケースではスタートアッ
プ企業は独立性を保っている訳であるが，技術や組織が相手先企業に買い取られる場合も当然ありうる。 
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個別にアプローチしてゆくことである。 
 　これが今日の世界の常道であり，筆者は1999年に刊行した主著以来，このことを唱導してき
たつもりであるが 27） ，1990年代後半の金融危機以来，日本の大手電機の総合化からの脱却が一定
程度進行した現在，ようやく受け容れられる素地ができたのではあるまいか。合併と不要事業領
域の吐き出し（売却）がセットになった「コングロマリット型合併」を通じた企業の成長は，す
べての大企業にまねできることではないが，明らかに長引く日本の混迷からの活路の1つである。
早めに手を打つことにより，業界全体としての「負け犬」事業セグメントの，最後まで「官」に
看取られた護送船団方式による沈没という繰り返されてきたシナリオよりも，よほど経済の活性
化に寄与する。 
 　我が国の製造業企業においても，工場長出身のトップでもオーナー家の出身でもないプロの経
営者が，自覚的なコングロマリット型合併を通じて事業ポートフォリオを大きく組み替えること
で，中期的に資本を目覚しく成長させる事例がそろそろ現れてきてよい頃である。 
 
27） 　 生産上の連関を欠いた型の合併であるコングロマリット現象は米国では1950年代以来のもので，今
日に至るまで現代資本制の特徴をなしている。多年にわたり「総合」的であることに価値を見出してき
た日本には，「バブル」崩壊以来20年を経ても未だに正真正銘のコングロマリットは存在しない。 
 　米国における歴史的な経緯ならびに，寡占形態としての「コングロマリット型合併」の理論的な詳細
については，有賀前掲書『グローバリゼーションの政治経済学』第3章ならびに同章補論「合衆国にお
けるコングロマリット分類の解明」，「持ち株会社解禁とコングロマリット型合併」参照。元来コングロ
マリット形態であった大企業が国外の他社に買収された後，不要な事業セグメントが吐き出されて整理
された近年の欧州における重要案件については，有賀『グローバル企業再編』（同文舘，2007年）47 ― 48ペー
ジ参照。 
